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概 要 

 今日地球温暖化が世界的に重要な問題と認識されるようになり、温室効果ガス抑制は世界的に

大きな課題となっており、それに対応する新たなシステムとしてこれまで使われてこなかった下

水や河川水などの未利用熱エネルギーを有効活用した環境負荷の少ないエネルギー供給システ

ムが注目されている。そこで本研究では地域冷暖房システムとして下水熱を用いた場合のエネル

ギー削減効果を試算し、同時に温室効果ガスの削減量についても試算を行なった。 
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1. はじめに 
 今日地球温暖化が世界的に重要な問題と認識され

るようになり、温室効果ガス抑制は世界的に大きな課

題となっている。とりわけ先進諸国に対しては、京都

議定書で定められた二酸化炭素排出量の削減をするこ

とが求められており、我が国も例外ではない。日本に

おけるエネルギー消費に目を向けると、民生部門が約

３割のエネルギー消費を占めており産業部門と比較し

て高い増加率を示している１）。民生部門の熱需要の大

部分が 100℃以下の冷温熱であることから、これまで

使われてこなかった下水や河川水などの未利用熱エネ

ルギーを有効活用した環境負荷の少ないエネルギー供

給システムが注目されている。そこで本研究では、大

津市中心地域を対象に将来想定される冷暖房熱エネル

ギーを算定し、従来の大気熱源のヒートポンプシステ

ムに対して、下水再生水を用いたヒートポンプシステ

ムを導入した場合のエネルギー節約効果を検討する。

また、下水熱を利用した地域冷暖房システム（DHC）の

運用による温室効果ガス排出量、とりわけ二酸化炭素

排出量の削減量についての試算も行なった。

 

２. 対象地域における熱需要量 

２.１ 対象地域における熱需要量の算定方法

 対象地域の年間冷暖房熱需要量を算定する際に必

要な値として、熱負荷原単位と月別負荷変動比が挙げ

られる。年間熱負荷原単位とは、冷暖房などを使用す

る際に年間で単位面積あたりどれ程のエネルギーを消

費するかを示したもので、単位は[MJ/(yr・ｍ２)]であ

る。この値は、建物の使用用途ごとに異なる。本研究 

では、年間熱負荷原単位と月別負荷変動比を用いて年

間熱負荷を計算する。ここで、熱利用は冷暖房に限る

と仮定し、年間冷房需要量と年間暖房需要量を別々に

算定した。また、今回用いる年間熱負荷原単位の値を

表１に、月別負荷変動比を表２に示す。

 

Table.1 The standard Value Of Heating Load 

 

 
Table2 Monthly Floating Ratio For Heat Use 
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冷房需要量[MJ/yr]＝∑(延床面積×冷房需要の熱負

荷原単位×冷房需要の月別負荷変動比)

暖房需要量[MJ/yr]＝∑(延床面積×暖房需要の熱負

荷原単位×暖房需要の月別負荷変動比)  （式１）

 

２.２ 対象範囲の設定 

本研究では、対象地域を滋賀県大津市中心部を処理

区域とする大津市水再生センターの下水処理水を熱利

用する範囲を想定した(図１）。図１において青い斜線
部分を対象範囲と想定し、赤く塗りつぶされている部

分が大津市水再生センターである。黒い太線は処理再

生水を送る送水管である。対象範囲は送水管から周辺

半径 500ｍを想定している。なお、図１は大津市の都
市計画図２)から作成したものであるが、都市計画図に

よる対象範囲の面積を表３に示し、表１と２の熱負荷

原単位を本研究に用いた。

 

 
Fig.1 Target Region  

 

Table.3 Area In Target Region 

 土地利用区分 面積[m2]
商業地域(ピンク) 1,053,820

近隣商業地域（肌色） 349,550
第1種住居地域（黄色） 482,240   

２.３ 対象範囲の延床面積 

将来これらの用途が再開発され、制限される土地利

用と一杯に建築利用されると想定した場合の対象範囲

の延床面積を求める。この対象地域の将来の延床面積

を推定するため、次の２つの仮定を設けた。

 

○全ての用途地域で、都市計画で想定される限界まで

の延べ床面積を持つ建物が再開発されると想定する

○前面道路幅員は一律６ｍとする

建築基準法で用途地域ごとに、都市計画図で示された

建蔽率、容積率の限度が定められている。また、容積

率は、都市計画図で定められている値と、建物の前面

道路幅員によっても制限され、全面道路幅員に 0.6 を
乗じた値が容積率限度である。大津市では、前面道路

幅員を６ｍと想定した場合、容積率限度は３６０％と

なる。大津市の用途地域ごとの容積率限度は、商業地

域、近隣商業地域、第一種住居地域がそれぞれ 400％、
200％、200％であり、商業地域の容積率を 360％と想
定して、延床面積を計算した。結果を表４に示す。

 
Table.4 Total Floor Space In Target Region

土地利用区分 延床面積（ｍ2）
商業地域 3,793,752

近隣商業地域 895,280
第一種住居地域 964,480  

２.４ 年間冷暖房熱需要量

 表１の年間熱負荷原単位、表２の月別負荷変動、2.3

で求めた延べ床面積を式１に代入すると、対象範囲（図

１）における年間冷暖房熱需要量がわかる。計算する

前に、各用途地域の建物の割合（表５）および住宅数

を以下のように仮定する。

 

Table.5 Ratio Of the Region Usage  

[%] 商業地域 近隣商業地域 第一種住居地域
住居 25 35 100
事務所 23 35 0
商業 40 25 0
ホテル 5 0 0
病院 5 5 0
ホール 2 0 0  

 
住宅数は100ｍ２につき１戸と仮定して住宅数を算定

した結果、対象範囲内における住宅数は22,440戸とな

った。以上の仮定を踏まえた上で算定した将来の地域

での月別冷暖房熱需要量を図２に示す。 

送水管 
水再生センター 

対象範囲 
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Fig.2 Heat Demand In Target Region 

 
算定の結果、冷熱需要として夏8月がピークで2,542J、
温熱需要量としては 1月が 1,725TJと想定され、対象
範囲の年間使用エネルギー量の合計は、12,971
［TJ/yr］という結果になった。

２.５ 対象地域における地域冷暖房システムの提案

 本研究では、幕張新都心における下水熱地域冷暖房

システムを例とした地域冷暖房システムを提案する。

システムの概要を図３に示す。

 

 
 

Fig.3 District Heating and Cooling System 

 
下水処理水は間接利用であり、冷水（熱源水）、冷却

水（温水）は清水である。図 3に示した様な地域冷暖
房施設を大津の中心市街地に設置する。地域冷暖房施

設までの送水方法は、下水管の中に送水管を通すこと

で送水することを想定する。

 供給熱媒体は、冷房用冷水、暖房用温水の２種類で

あり、各熱媒体の供給条件は次のように定める。

・冷水………往き：７℃       還り：１５℃

・温水………往き：４７℃      還り：３７℃ 

以上のシステムを用いて対象地域で下水熱地域熱供給

を行う際の省エネ効果を算定する。

 

３. 二酸化炭素排出の削減量の試算

３.１ 対象地域で下水熱を利用した際の省エネ効果 

調査を行なった結果、対象地域で処理される年間下

水処理量は 18,081,900[m2/yr]であった。これより下水
熱利用可能量を計算する５）と、381[TJ/yr]となる。こ
こで、式２を用いて下水熱による冷暖房熱供給量を推

計する。

年間熱供給量[MJ/yr]
＝Σ（下水熱利用可能量[MJ/month]×ＣＯＰ）    

（式２） 
 
各月ごとのＣＯＰは、各月の下水温度の平均温度よ

り求められる値６）（図３）を用いている。式２により

求められた年間熱供給量は 2,243[TJ/yr]であった。よ
って下水熱を利用したヒートポンプシステムを用いる

ことでおよそ 17％の省エネ効果があることが分かっ
た。 

 

Fig.4 Relationship between Sewage Heat to COP 

３.２ 対象地域における二酸化炭素の削減量 

もしも冷暖房エネルギーを全て電力で賄うと仮定す

ると、下水再生水の熱利用が対象地域で用いられる冷

暖房エネルギーの約 20％が補われるのに相当する発

電量を削減できることになる。その際の二酸化炭素の

年間排出削減量を試算する。削減される電力は、二酸

化炭素排出量が最も多い火力発電において削減される

と想定する。試算の際に用いた排出係数を表６に示す。
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Table.6 CO2 exhaust coefficient 

 排出係数 石炭 天然ガス 石油
　[g-CO2/MJ] 270 20 169  
 
なお、関西電力の火力発電における石炭・天然ガス・

石油の内訳は、石炭 44％・天然ガス 44％、石油 12％

である８）。以上の仮定とデータによって二酸化炭素削

減量を計算すると表７に示すようになる。

 
Table.7 Carbon Dioxide Emission In Target Region 

 [ton/yr] 石炭 天然ガス 石油 合計
CO2削減量 43,062 21,903 26,953 91,918  

 
大津市水再生センターの下水処理水を熱利用した場

合は、削減したエネルギーをすべて火力発電に補填す

ると 91,918[ton/yr]の削減効果があると推定された。

 

４. 結論 

本研究では大津市水再生センターからの下水再生水

を再利用するシステムを想定し、対象範囲における年

間熱需要量を算定した。算定の結果、算定の結果、冷

熱需要として夏8月がピークで2,542J、温熱需要量とし

ては1月が1,725TJと想定され、対象範囲の年間使用エ

ネルギー量の合計は、12,971［TJ/yr］という結果にな

った。また、対象地域で処理される年間下水処理量か

ら算出される下水熱利用可能量は381[TJ/yr]であり、

ヒートポンプを用いてこの熱を利用することで、年間

17％の省エネ効果が期待できるという結果になった。

下水熱を用いた場合の二酸化炭素排出量の削減量の試

算した結果、年間で91,918[ton]の削減効果があると推

定された。しかし、今回の研究では下水熱利用を妨げ

る要因については検討を行っておらず、今後の課題と

なる。
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